
＜令和8年度税制改正＞

大胆な投資促進税制
（特定生産性向上設備等投資促進税制）

2026/05/28 近畿経済産業局
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高市内閣総理大臣発言（抜粋）

出典：首相官邸ホームページ「年末エコノミスト懇親会」

「近年､やはり見ておりますと欧米各国において国内投資の促進策が強化されております。それ
に加えて､足元では､米国の関税措置の影響など､このサプライチェーンですとか事業見通しに
不確実性が生じていると。こうした中で、我が国も、同志国に見劣りしない水準の競争力ある
事業環境整備を行う必要がございます。」
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措置期間

⚫ 本税制は、2029年（令和11年）3月までに経済産業大臣の確認を受け、確認の日から5年以内に事業に
供する設備投資を対象とするため、建設工事が長期化している大型設備投資にも適用が可能となる。
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投資計画提出期間
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（注釈）過去とは「生産性向上設備投資促進税制」、今回とは「大胆な投資促進税制（特定生産性向上設備等投資促進税制）」を指す。
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近畿経済産業局 産業部

創業・経営支援課 経営力向上室

06-6966-6065
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問合せ窓口
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